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21 世紀における重要な課題となっている（図 1-1-1）[1]。 
 
 
図 1-1-1 世界のエネルギー消費量の推移 
経済産業省 資源エネルギー庁 HP 平成 24 年度 エネルギーに関する年次報告（エネ
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図 1-1-2 一次エネルギー国内供給の推移 
経済産業省 資源エネルギー庁 HP 平成 24 年度 エネルギーに関する年次報告（エネ
ルギー白書）2013 第 211-3-1 
 
 
図 1-1-3 年代別大気中二酸化炭素濃度 
出典：環境省資料、気象庁資料、エネルギー・経済統計要覧 2004 年版の温室効果ガス世界
資料センター （WDCGG） HP 
 
図 1-1-3[3]は年代別の大気中二酸化炭素（CO2）濃度を示している。CO2 濃度は、産業
革命以降急激に増大しており、自然界が数 10 億年をかけて固定した二酸化炭素を 200 年余
りで大気に放出している。このようにエネルギー需要が増え続ける一方で、二酸化炭素の
排出量を規制する動きもまた加速している。1997 年の第 3 回気候変動枠組条約締結国会議
（地球温暖化防止京都会議 COP3）では、京都議定書が承認され、2008 年の第 34 回主要











図 1-1-4 再生可能エネルギーの構成 
独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）再生可能エネルギー技
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図 1-1-5 世界の原子力発電電力量の推移（地域別） 
経済産業省 資源エネルギー庁 HP 平成 24 年度 エネルギーに関する年次報告（エネ




図 1-1-6 世界のエネルギー資源確認埋蔵量 
経済産業省 資源エネルギー庁 HP  
BP 統計 2009、OECD/NEA-IAEA Uranium 2007 
 



























①D-T 反応：D+T=He (3.52MeV)) + n (14.06MeV) 
②D-D 反応：D+D=T (1.01MeV) + p (3.03MeV) 
            D+D=He (0.82MeV) + n (2.45MeV) 
ここで、D,T は、それぞれ重水素と三重水素を指し、p,n,He は、それぞれ、陽子、中性子、
























図 1-1-8 核融合炉の分類 
 


















2005 年 6 月：ITER 建設候補地の決定。 
2007 年 10 月：ITER 協定。（7 極:日、EU,米、ロシア、中国、韓国、インド） 
2016 年：完成予定 
ITER 機構の人員は、本島修 ITER 機構長を筆頭に現在、約 270 名。将来的に、約 700
名の組織になり、建設にかかる費用として、建設費：50 億ユーロ（10 年間）、運転費：50

















増殖型が有力であり、日本はその TBM（Test Blanket module）の納入を予定している。 
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図 1-1-12 ダイバータ内部構造 











表 1-1-1 核融合炉の進歩による環境変化 
 

























































って異なる。そこで、放射化しやすい金属元素（Ni, Cu ,Mo, Nb, Ag,  Al ）など
の含有量を制限し、放射化しにくい金属元素（C, Cr, W, V, Ta, Ti, Mn, Si, B, Fe）で構成
することにより全体として誘導放射能を低く抑えることができる。このような材料は、低
放射化材料と呼ばれている。例えば、一般的に鉄合金は耐食性を挙げるため Cr を添加し、
耐熱性向上を目的とし Mo を添加する。しかし、Mo は前述のように放射化元素である。そ
こで Mo の代替元素として、低放射化元素である W を添加することにより、合金全体とし
て、低放射化特性を付与し、耐熱性向上を図ることができる。図 1-2-1[10]は、一般的な耐
熱鋼を模擬した添加元素により構成された鉄合金（Fe-9Cr-1Mo）と Mo を W に代替した低
放射化鋼（Fe-9Cr-2W）において、FER (Fusion Experimental Reactor)により、10 MWy/m2
の照射を受け、放射化したのちの放射能の減衰の様子を示したものである。二つの金属の
減衰より、代替低放射化鋼の方が減衰率は早く、放射線防護の条件下で人間が取り扱える

















に添加元素の置換、不純物元素の制御などの改良が加えられた。表 1-2-1 は候補材 F82H と
市販のフェライト鋼（T91,HT9）の組成である。F82H は市販のフェライト鋼と比較し、高
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ング性、耐 He 脆化性、耐照射性などが飛躍的に向上していることがわかる。 
 
 
図 1-2-2 低放射化フェライト鋼と酸化物分散強化鋼のデザインウィンドウ 
 
 しかし現段階では、分散粒子に起因する熱伝導性の低下などの課題も残っている。以下
に各種 ODS 鋼を挙げる。 
・15Cr-ODS フェライト鋼：原型炉ダイバータ支持構造材として期待される。使用想定温
度域でフェライトを維持し、耐食性にも優れる[12;13]。 
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・9Cr-ODS フェライト鋼：マルテンサイト系フェライト鋼に分散強化を施した ODS 鋼で























図 1-2-3 候補材料の誘導放射能 








Fiber Composite）である。しかしながら CFC 材料は低 Z 材であり、これに起因し、核融
合プラズマ中に容易に混入し、良好なプラズマ状態を維持できないという欠点も持ってい




1） W の一般的性質 
 タングステンは、地殻中における存在量が少なく、希少金属（レアメタル）の一つとさ






W はドイツ語 の WOLFRAM（ウォルフラム）だといわれている。この語源は、タングス
テン鉱石（鉄マンガン重石＝wolfart）から来ているとされ、錫鉱石の中に混入すると、鉱
屑を生成し、錫の精製を阻害することか ら、錫を狼のようにむさぼり食べるという意味で
名付けられた。W の一般的金属特性を表 1-2-2 に示す。この表に示されているように、W
の融点は 3695K（3422℃）であり、金属元素中で最も高い。さらに熱伝導性にも非常に優
れていることがわかる。加えて、水素同位体に対するリテンション性、耐スッパタリング
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表 1-2-2 Wの金属特性 
 
 
2) 製造方法 [22;23] 
 W は、鉄マンガン重石と灰重石の鉱石より生産される。この原石の主要産出国は中国で
ある。中国への W の依存度は高く、2010 年の時点で生産量は 52000 トン、埋蔵量は 190
万トンといわれ、世界の 8 割を占める（図 1-2-4）。そのためニッケル、コバルトなどと共
に備蓄元素として指定されている。 
 採掘された原料は粗鉱（品位は WO3 1%程度）として分別され、その後、粉砕、選鉱（比
重法、静電法、浮遊法）により WO3が 65%以上にした状態にすることが求められ、これを
W の精鉱と呼ばれる。精鉱となった W は、適度な粒径まで粉砕され、湿式により精錬過程
に入る。 
 
図 1-2-4 Wの国別生産量 
（出典） USGS「Mineral Commodity Summaries(鉱物商品概要)」 
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3) 成形工程[23;24;25] 
 図 1-2-5 は、精錬後の固化成形のプロセスを示している。Wの製造固定において、精錬
工程後は粉末状態となる。そのため、固化のためのプロセスを必要とする。一般的に、固

































された 1.0mm~12.0mm 厚の Wでは、圧延加工度が高い薄厚 W ほど密度が高い。これに対
し、HIP により製造された W（エスタン）の密度は圧延加工の Wより低かった。これは閉
鎖されたカプセルを使用し、圧縮されるためと考えられる。真空プラズマ溶射（VPS）法

















 図 1-2-7-c には、加工集合組織による延性化の例を示す。初期状態の W では降伏は見ら
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5) 再結晶 
 圧延により靱性化できる W は線材や薄板材に限られるとともに、そのような塑性加工材
は再結晶温度が低く、高温加熱中に再結晶を生じて粒界脆化（再結晶脆化）を引き起こす。






図 1-2-8 2mm 厚Ｗ/純鉄拡散接合後の焼鈍による W 結晶粒比較 
(a)  1240℃1 時間熱処理後 
(b)  1240℃3 時間 
(c) 1240℃3 時間+1400℃1 時間 
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以上のように W は一般的な製造方法では、核融合炉への直接の適用には問題点がある。
現在、実験炉以降の核融合炉における PFM として期待されている Wを以下に紹介する 
①VPS-W[27] 
 真空プラズマ溶射法(VPS 法：Vacuum Plasma Spraying Method)は、チャンバー内を減
圧環境下にし、アルゴンと水素の混合ガスをプラズマジェットとして基板へ溶射する技法
である。溶射法は、複雑な基板への被覆が可能であるなどの理由から、これまで核融合炉
第一壁を想定し、様々な溶射法が試みられてきた（図 1-2-9）。その中でも VPS 法は、基板
への投錨効果や、他の溶射法よりも気孔を抑制できる理由から、現在注目されている。こ
の VPS法に関し、近年九州大学の徳永らにより、この VPS-W部分特性が評価された。F82H





図 1-2-9  F82H 基板に対し試みられてきた溶射法の分類 
 
②高靱性化 W 合金[28~35] 
 固体 W は、一般的に熱間鍛造で成形される。ITER ダイバータに用いられる W(ITER 





した。図 1-2-10-a,b には W-TiC 合金の製造過程を示す。初期の合金化法（①～②）は鉄基
分散強化合金（ODS 鋼）などと同じである。③の GSMM 処理は、微細粒超塑性変形にみ
られる「粒界すべり変形」を圧縮変形で与える工程である。これにより、整合性が悪い粒
界に、整合性の良い分散粒子（W-TiC）が配置される。このため整合性の悪い異相境界を減
少させることができる。この TiC の量は 1.1Wt%が最適であるとされ、W-1.1wt%TiC 合金
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図 1-2-11  









[36;37]。低融点アモルファス中間材は、鉄に Si や B、C といった添加元素を加えることに
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 この中間材が溶融する温度での拡散接合は、液相拡散接合(TLPB :Transient Liquid 










図 1-3-2 TLPB の接合機構 






 1.3.2 低融点アモルファス中間材を用いた異材接合 
原型炉において、ダイバータ冷却構造は様々な型が検討されている。その中の一例とし





 Ohno、Noh Saunghoung らは、W/ODSS 間に Fe-3B-5Si の低融点アモルファス中間材
を用いて、ろう材付接合行い、中間材の有無による強度を評価した[46]。その結果、中間材
を使用した場合、W/中間材界面はろう材接合となり、中間材/ODSS 界面は TLP 接合とな


























 ITER をはじめ、原型炉、商用炉に向けた材料研究において、W をプラズマ対向材料と
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 過去の先行研究として、Thomas Weber らはこの技法を W と鉄鋼材料の接合に応用し、
W/Fe 複合材料からなる中間材を作製した。しかし焼結後、中間材に亀裂が生じていること












バナジウムは Wと ODSS の中間の熱膨張係数を持つため、Wと ODSS 間の CTE ミスマ
ッチを軽減できる。また、V と W は全率で固溶するため接合性は良いと考えられる。さら
に、バナジウムは、低放射化材料であり、ODSS よりも優れた熱伝導性を有し、また、分
散強化が可能な材料である[3]。先行研究として拡散接合を試みた W-TiC/V 合金/ODSS の
接合界面組織を図 2-2-1 を示す。接合界面の近傍に亀裂は観察されず、バナジウムは W












図 2-2-1 W-TiC/V 中間材/ODSS 拡散接合における接合界面 
 
2.1.2 本章の目的 
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2.2 V-4Cr-4Ti/ODSS 間におけるバリア層導入によるσ相脆化抑制 
 
2.2.1 はじめに 
 本実験では、W/ODSSの拡散接合における熱応力緩和中間材として V 合金を使用するに
当たり、Fe-V 系σ相による脆化が懸念されるため、この間に Ti 箔を拡散バリア層として挿
入することにより相互拡散抑制を図った。用いた V 合金は、液体増殖型核融合炉構造材と




表 2-2-1 母材と中間材の化学組成 (Wt.%) 
 
 
 本研究の接合に用いた ODSS 、V-4Cr-4Ti 、 Ti 箔、アモルファス箔の組成を表 2-2-1 
に示す。 ODSS はメカニカルアロイング法ののち、焼結、熱間圧延を施し板材として成形
され、耐照射性と高温強度の特性をもつ。また、この V-4Cr-4Ti は核融合科学研究所(NIFS)
が製造した NIFS HEAT-2 であり、核融合炉第一壁候補材料の共通試料として広く評価され
たものである。Ti 箔とアモルファス箔はいずれも市販材で、それぞれ厚みは 0.020mm、
0.025mm である。Ti 箔は Fe/V 間の相互拡散を抑制するバリアの役割をねらったもので、
Ti の特徴として、低放射化元素であること、熱膨張係数(CTE)がバナジウムと類似している
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こと、バナジウムに対して高い固溶度を持つ点が挙げられる。アモルファス金属箔は、Fe
に対する融点降下元素(Si,B)を含み、ODSS と Ti の相互拡散を促す役割をねらったもので
ある。 
 ODSS の熱間鍛造材と V-4Cr-4Ti の板材から、それぞれ寸法が 10mm×10mm×10mm
の試料を放電加工機により切断し、各表面を＃500、800、1200、2400、4000 の耐水研磨
紙で機械研磨した後、接合面となる表面について粒度 1.0μmのダイヤモンドペーストを用
いてバフ仕上げを行った。接合は、図 2-2-2 に示す 3 種類の組み合わせとし、接合中におけ
る酸素や窒素による試験片の劣化を防ぐために Ta 箔（厚さ 0.025mm）で全体を覆った。
接合温度は 1250℃,圧力は 10MPa 、真空度は 0.8×10-4Pa、保持時間は 1 時間で、一軸加
圧型のホットプレス炉（多目的高温炉、最高温度 1500℃、最大荷重 49N）を用いて行った。 
 三点曲げ試験(3PMPDA) により、接合強度評価するための微小試験片(2mmt×3mmb×
25mml：ノッチなし)、および接合界面で破断させて接合界面近傍を XRD分析するために、
接合界面に沿ってあらかじめ U ノッチ（深さ 0.6mm）をいれた XRD 測定用試験片(5mm
×10mm×25mm)をワイヤーカッターにより切断した。熱処理中の酸素や窒素による試験
片の劣化を防ぐために、Ta 箔および Zr 箔（ゲッター材）と共に試験片を石英管の中に真空
封入して 700℃で時効熱処理を行った。保持時間は 0,50,100,1000 時間とした。三点曲げ試
験は、スパン 13.2mm の 3 点曲げ試験治具を用い、室温、変位速度 1×10-3 mm/s で行い、
また、接合界面の XRD 測定は、3 点曲げ試験によりノッチ部から破断させた破面に対し、
Co 線源の X 線解析を行った（送り速度 0.02 degree/min）。また、接合材の断面の組織観察
および元素分析では、接合面に垂直に 2 分割した接合断面について Electron Probe 
Micro-Analysis (EPMA) を用い、硬さ測定には Nano-indentation (G200)を用いた。 
 
 
図 2-2-2  接合材とバリア層の組み合わせ配置図 
 




果を図 2-2-3 に示す。この結果より、接合直後では 260MPa の破壊強度を示し、時効時間
増加に伴い 50 時間時効までほぼ同じ破壊強度を示した。しかし 100 時間時効以降はバリア
層の有無で結果が異なった。バリア層なしの条件では 100 時間時効より 25%程度の破壊強
度の低下がみられた。一方、バリア層ありの条件では強度低下は見られなかった。この強
度低下抑制は、Ti バリア層による基材同士(ODSS/V-4Cr-4Ti)の相互拡散を抑制した結果で





図 2-2-3 V-4Cr-4Ti/ODSS 拡散接合における室温 3 点曲げ強度に及ぼすバリア層の効果。 
 
図 2-2-4 には 0 時間時効-バリア層なし条件の接合断面に対する SEM 観察組織と硬さ試
験分布、相互拡散相のEPMAによる面分析結果を示した。この結果より、ODSSとV-4Cr-4Ti
接合時には、75μmの相互拡散相が確認され、この部分では硬さ上昇がみられた。EPMA
による面分析の結果より、この相互拡散相は Fe-V 系であることがわかる。 
 
  第二章 
35 
 
図 2-2-4 未熱処理材のバリア層なし条件における接合断面 
(a)ナノインデンテーションによる硬さ分布(相互拡散相幅=75μm) 
(b) EPMA による組成解析 
 





図 2-2-5 50 時間熱処理材のバリア層なし条件における接合断面 
(a) ナノインデンテーションによる硬さ分布(相互拡散相幅=95μm) 
(b) EPMA による組成解析 
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図 2-2-6 には、50 時間時効-バリア層なし条件の接合断面に対する SEM 観察組織と硬さ
試験分布、バリア層部分の EPMA による面分析結果を示した。この結果より、Fe-V 系相
互拡散相部分は確認されず、それに伴った硬さ上昇もみられなかった。バリア層付近(b)で
は、バリア層として Ti 箔を挿入した部分で Fe-Ti 系の化合物を形成していることがわかっ
た。 
 
図 2-2-6 50 時間熱処理材のバリア層あり条件における接合断面 
(a) ナノインデンテーションによる硬さ分布 
(b) EPMA による組成解析 
 
 図 2-2-7 はバリア層の有無による、1000 時間時効後の接合破面における XRD 測定結果
である。バリア層なし-1000 時間時効後の接合破面 XRDの結果から、σ相（Fe-V）のピー
クが観測された。ODSS/V-4Cr-4Ti の接合部三点曲げ破壊強度が時効熱処理 100 時間以降
で同様の低下を示した理由は、この Fe-V 系σ相の影響であると考えられる。一方、バリア
層がある場合には Fe2Ti が同定され、1000 時間後にも Fe-V 相互拡散を抑制していたと考
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図 2-2-7 1000 時間熱処理材の破面の XRD解析 
 
Ti 箔を用いたことによる V-4Cr-4Ti/ODSS 接合時の各相への拡散について、各原子にお
ける 700℃1000 時間時効後の拡散距離を導出した結果を図 2-2-8 に示す。(a)の Ti バリア層
を用いた場合では Ti 中の Fe 拡散は非常に速いことがわかる。これにより早期に Fe2Ti と
して形成し、飽和することによりバリア層として機能したと考えられる。加えて、V 中の
Fe の拡散速度は非常に遅いことも拡散抑制の効果といえる。一方、拡散バリア層がない場







図 2-2-8 接合後、熱処理（700C,1000hr）による構成元素の拡散距離 
(a) Ti バリア層あり(b) Ti バリア層なし 








1) ODSS/V-4Cr-4Ti の接合材において、バリア層なしで 700℃100 時間の時効熱処理を行っ
た場合、接合材の破壊強度は、未時効材と比較し約 25％低下したが、1000 時間の時効処理
後はさらなる強度低下は認められなかった。 




















  第二章 
39 
 
図 2-3-1 W-1.1TiC/V 中間材/ODSS 接合端部 
 









を用いた。対象金属は、W 合金 : W-1.1TiC、V 合金  : V-4Cr-4Ti、ODS 鋼 : 
Fe-15Cr-2W-0.2Ti-0.35Y2O3であり、解析モデルは 15×15mm 正方形で W-1.1TiC 部分が
1.2mm、ODSS 部分が 10mm、V 中間材部分を 0～1.0mm へと変化させた(図 2-3-2)。解析
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図 2-3-2 解析概要 
 
表 2-3-1 W-1.1%TiC、V-4Cr-4Ti、ODS 鋼の材料定数 
 
 
 図 2-3-3 には、解析モデルの初期状態を示した。前述したように、接合体は正方形であり、
その対称性から、1/4 のモデルで解析した。初期状態（解析では 0K）における W 合金，V
合金，ODS鋼の X，Y 方向の長さ L は，室温から 1523Kまでの熱膨張を考慮し，（W 合金：
15.08mm，V 合金 ：15.18mm，ODS 鋼：15.30mm）とした。よって，初期状態において，
接合体端部は寸法の違いによる段差を有する。なお，解析は 2 次元モデルとし、解析する
平面に垂直な方向の接点位置は拘束状態にある。 
  第二章 
41 
 
図 2-3-3 解析モデルの初期状態 
 
2.3.3 解析結果 
 図 2-3-4 は、 X 方向応力σxの分布を示している。この結果より、Wにおいて 2GPa 以
上の圧縮応力が、ODS 鋼において 1.5GPa 程度の引張応力が発生した。バナジウム中間材
の挿入により Wおよび ODS 鋼に発生する応力は 0.5GPa 程度低下した。 
 
図 2-3-4 X 方向応力 σx の分布（T=300K） 
 
また、ZX 方向せん断応力τzx の分布（図 2-3-5）より界面に生じるせん断応力の最大値は
1GPa 以下であった。このせん断応力においても、バナジウム中間材の挿入により発生応力
の低下は外縁部でのみわずかに確認された。 
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図 2-3-5 ZX 方向せん断応力 τzxの分布（T=300K） 
 




図 2-3-6 Z 方向応力 σzの分布（T=300K） 
(a)接合モデル①方向(b)接合モデル②方向 
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 図 2-3-7 は、ミーゼス相当応力σms の分布を示している。この結果より、内部（①面）
では Wに生じる最大応力は 2GPa 程度であり、中間材の挿入により発生応力はわずかに低
下した。また外面（②）では W に生じた最大応力は 2.0~2.5GPa 程度であった。インサー
ト材の挿入により発生応力は、0.5GPa 程度の低下が確認された。 
 しかし、中間材の挿入による各方向の熱応力低下は非常にわずかであり、W/中間材界面
近傍では、ミーゼス相当応力は 2GPa を超えている部分も存在した。 
 
 
図 2-3-7 ミーゼス相当応力 σms の分布（T=300K） 
(a)接合モデル①方向(b)接合モデル②方向 
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2.3.4 まとめ 
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が W/ODSS の中間に位置し、低放射化特性をもつ酸化物分散 V 合金を中間材として使用し
た[1]。しかしながら、V 合金を中間材として使用した W/ODSS の拡散接合体は、放電加工
中に接合面に対し平行に W 内部に亀裂が入った。この原因は、V 中間材による応力緩和は、
弾性範囲における、降伏強度が高く[2]、熱応力の緩和に限界があるためと考えられる。弾
性範囲を考えると、W と ODSS の拡散接合後、室温までの冷却において、線膨張の差によ





 第 1 章では、先行研究として、アモルファス中間材を用いた W/ODSS ろう付け・拡散接
合についてねじり試験を実施した例を紹介した。そこで本章に先立ち、通常の W より強度
の高い W-TiC 合金を用いて同様の接合を行った（図 3-1-1）。その結果、接合後の断面には
き裂は生じなかった。しかし、微小試験片を切り出す過程において、すべての接合試験片





度」と呼ぶこととする。よって本章では、新たに独自に開発した微小 3 点、4 点曲げ試験治
具を用いて、微小曲げ強度を測定することにより、W に働く残留熱応力評価の指標とした。 




図 3-1-1 アモルファス中間材を用いた W-1.1TiC/ODSS 接合 
(a)W/アモルファス中間材/ODSS 接合体断面 
(b)接合体より切出し時に W-1.1TiC 上部表面近傍が破壊した微小曲げ試験 
 
3.1.2 純鉄中間材 








表 3-1-1 無酸素銅と純鉄の機械的特性 
 





よる応力緩和を試みた。アモルファス中間材は、Fe の融点降下させる Si と B を含有し、
Fe 系合金にもかかわらず接合温度付近で液相が出現するためろう付け・拡散接合効果があ
る。その一方で接合後は、中間材部分は結晶化するため、Fe-Si 系になる。よって鉄に対す























図 3-1-2 には純鉄と F82H の照射硬化挙動を示す。F82H および純鉄は硬化に寄与する
損傷組織の回復によるものと考えられる。このように純鉄は ODS 鋼と共に使用する温度域
（500℃）付近では回復により照射硬化は見られず、脆化の懸念は少ない。 
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て切り出された。接合体用の出発素材の形状として、Wは 10 mm x 10 mm x 1.5 mm と
ODSS は 10 mm x 10 mm x 10mm 、純鉄中間材は 10 mm x 10 mm x 0.6mm、アモルフ
ァス中間材は 10 mm x 10 mm x 0.02 mmである。接合材は、W、アモルファス箔、純鉄、
ODSS の順に配置した（図 3-2-1）。試験片の表面は SiC 耐水ペーパーにより、#500 から 
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図 3-2-1 拡散接合における試料の配置 
 
 なお接合炉は、一軸加圧型圧縮試験機を用いた。図 3-2-2 には本圧縮試験機の概要を示す。
加熱方式は誘導加熱で、温度測定は、放射温度計を用いて、穴があらかじめ開いたグラフ
ァイトパンチより試料表面温度を直接測定した。拡散接合間は、この炉を用いて、8.0 x 10-4 
Pa の真空下において、接合温度 1240℃、1 時間、10MPa 保持した。この拡散接合体から
は、微小曲げ試験片(2.4mmw x 0.35mmt x 5.0mml)が切出され、室温で微小 3 点曲げ試験に
供された（図 3-2-3）。この 3 点微小曲げ試験法は独自に開発され、スパンが 2.1mmの形状
で設計されている（図 3-2-4）。なお曲げ試験の負荷速度は 1 x 10-3 mm/s と設定した。 
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図 3-2-2 一軸加圧型高温圧縮試験機 
（東北大学金研大洗センター セラミクス棟コールド実験室） 
INSTRON 社製 MODEL1362 
 
 
図 3-2-3 接合体からのワイヤーカット（放電加工）方法 
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 図 3-2-5 は、接合後の W/純鉄接合界面近傍における組織とナノインデンテーション法
による連続硬さ測定結果を示している。接合前は、Wと ODSS の間にアモルファス中間材
20μmと純鉄 0.6mm が存在し、二層構造となっていた。接合後は、アモルファス中間材に
含有する融点降下元素（Si,B）の影響とみられる拡散影響部（DAZ : Diffusion Affected Zone）
が 110μm の幅で観察された。この部分では W、純鉄の硬さとは異なる値がみられた。特
にW側のDAZ-Ⅰでは硬さが 16GPaに達し、Wの硬さと比較し、2倍程度高い値となった。
一方で純鉄側の DAZ-Ⅱの硬さは、4GPa であり、純鉄と比較し、2 倍度程の硬さ変化がみ
られた。 
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図 3-2-5 W/純鉄接合界面における組織と硬さ分布 
 
 図 3-2-6(a)は、W/純鉄接合界面近傍の、Fe-EPMA（Field emission-Electro-probe micro 
analysis）を用いた組成分析結果を示している。その W,B,Fe マッピングより、W側の DAZ-
Ⅰは、W,B,Fe の 3 元素による化合相であることがわかる。一方で、Si のマッピングでは、
アモルファス中間材部分に Si が拡散している。図 3-2-6 (b)は W/アモルファス箔/純鉄接合
間における Fe,Si,W の拡散距離である。拡散距離導出に用いた式を以下に示す。 





t=温度である。Fe 中の W 拡散距離は 12μm であり、DAZ-Ⅰの幅とほぼ同じであり、Fe
中で Wが拡散して生成した化合相であると考えられる。つまり Wからアモルファス中間材
への拡散が支配的であり、箔元素である B とともに、Fe-B-W 系の化合相になったと考え
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図 3-2-6 W/純鉄接合組成解析 
(a)EPMA による W/純鉄界面付近の組成分析 
(b)W/アモルファス中間材/純鉄接合間における Fe,Si,W の拡散距離[3] 
 
 図 3-2-7 は、純鉄/ODSS 固相拡散接合部分の組織と組成分析結果を示している。組織解
析(a)では純鉄/ODS 鋼界面に針状の析出物が確認できる。これを EPMA により組成解析マ
ッピングで観察すると、Fe の欠乏、Cr リッチ層となっている。これは先行研究[5]におい
て F82H（9Cr）/ODSS(15Cr) の固相拡散接合でみられ、Cr 濃度差を示す相分離の結果
であると考えられる。 
 
図 3-2-7 純鉄/ODS 鋼界面解析 
(a)組織観察 (b)組成分析 
  第三章 
56 
 表 3-2-2 は、接合材試験片 5 本の 3 点曲げ試験により得られた破壊強度を示している。接
合後は、アモルファス中間材単体を中間材とした接合と比較し、放電加工による割れは少
なく、微小曲げ試験片切り出しにも成功した。得られた破断強度は分散が大きかったもの
の最大 280MPa であり、5 本の平均値は 206MPa であった。平均近い強度の試験片
（W-ODSS-2）の曲げ試験後の破界面を EPMA により観察した(図 3-2-8-a)。破壊後のき裂
は、W 内部で結合しなかった。これより、き裂は端部より発生し、中心へ向かい進展した
と考えられる(図 3-2-8-b)。ここで注目したいのが、き裂の位置である。き裂は拡散影響を
受けない W 内部（W-Fe-B 化合相より 70μm）で進展していた。つまりこれは W 部分が、
何らかの理由により接合前に比べ低い破壊強度を有していることを示している。 





表 3-2-2 三点曲げ破壊強度結果 
 
 
図 3-2-8 試験片（W-ODSS-2）の微小曲げ試験後の破壊面観察 
(a)W/二相中間材/ODSS接合断面 
(b)W/二相中間材接合断面 
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図 3-2-10 接合後の生成相 
(a)接合前、(b)接合後、(c)曲げ試験後 
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図 3-2-11 は、接合後の「拡散接合温度による脆化要因」と「結晶粒配向要因」による接
合強度低下を模式的に示している。W 単体の曲げ強度が 2150MPa であり、拡散接合によ
り強度低下した W の破壊強度は 1100MPa であった。これは Wの再結晶脆化に起因したと
考えられる。特に本接合で使用した W の厚さは 1.5mm 厚と薄く、加工率が高いと考えら
れ、拡散接合温度が再結晶開始温度に近かったと考えられる。またそのような W を用いた
接合材の破壊強度は最大で 280MPa であった。この 820MPa の強度低下要因としては、「残
留熱応力」や「結晶粒配向性」といった要因が考えられる。 
 




























加工はすべて放電加工により切出された。接合体の形状は、Wと ODSS が 10 mm x 10 mm 
x 2.0 mm 、純鉄中間材が 10 mm x 10 mm x 0.9 mm である。また W 単体の曲げ試験片形
状は(1.0~2.0) mm x (1.0~2.0) mm x (7.0~13.2) mm とした。図 3-3-1 はこれら試験片の圧
延方向および、押し出し方向を矢印で示し表している。加工方向に対し長手方向が L 方向、
これに横方向を T 方向とし示している。試験片の表面は、SiC 耐水ペーパーにより、#500 か
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図 3-3-1 試験片の形状とそれぞれにおける塑性加工（圧延、押し出し）方向 
(a) W 板材, (b) W 棒材, (c) ODSS 押し出し棒材 (d) 純鉄板材 
 
2) 拡散接合と曲げ試験 
拡散接合に用いた材料を表 3-3-1 に示した。中間材は、Wと ODSS の間に配置した。 拡
散接合は、一軸加圧ホットプレス炉用いて、8.0 x 10-4 Pa の真空下において、接合温度
1240℃、1 時間保持で行った。接合保持間中に 2％程度の圧縮変形を加えることにより、
W/ODSS との密着性を図った（図 3-3-2）。 
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試験片(2.4mmw x 0.5mmt x 5.0mml)が切り出された。この 4 点微小曲げ試験法は独自に開
発されたもので、上部スパン長 0.8ｍｍ、下部スパン長 3.0ｍｍに設計されている。(図 3-3-3)。
4 点曲げ試験法は元来、上部幅部分に均一に最大繊維応力が働く特性をもっており、接合部
評価に最適と考えられる（図 3-3-4）。なお曲げ試験の負荷速度は 1 x 10-3 mm/s である。 
W 単体の曲げ強度測定では、受け入れ状態と同時に、拡散接合と同条件の 1240℃1 時間
の熱処理を加えたものを比較した。この試験は室温で 3 点曲げ試験器(下部幅: 7.0 mm もし
くは 13.2 mm)により行われた。またこれら 3、4 点曲げ試験の評価における強度はすべて





導出式に用いた代数に関し、a は支持点から上部負荷点までの距離、b は試験片幅、t は試
験片厚さ、Wmaxは破断荷重である。 
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図 3-3-4 3 点曲げ試験と 4 点曲げ試験における応力分布 
 
3.3.3 結果 
図 3-3-5 は、板状 W 単体の試験片において、試験片の厚さと熱処理（1240℃1 時間）が
室温破断強度におよぼす影響を示している。0 mm, 1.5 mm , 10.0 mm 厚 W 受け入れ状態











10mm 厚 W 板では、破壊強度は、受け入れ状態と熱処理状態の強度差は小さかったが、
試験片切り出し方向にかかわらず熱処理により増加した。これは 1240℃、1 時間の熱処理
による回復現象であると考えられる。この理由として、10mm厚Wの塑性加工率は 1240℃、
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1 時間の条件で再結晶を開始するほど高くなかったためと考えられる。しかしながら、XYZ
の方向による差は大きいものであった。特に Z 方向は、低い値を示した。その XZ 方向の




図 3-3-5 純 W（厚さ 1~10mm）の受け入れ材および 1240℃熱処理材における三点曲げ試験
の応力－たわみ線図。 
 
図 3-3-6 は、製造工程の異なる W 材料（K-dope W、20mmφ棒材、S-TAN）における
室温三点曲げ強度と結晶粒配向の関係を示している。1.0mm 厚 K-dope W-Y(L) 板材の強
度は、おおよそ 1.0 mm pure W-Y(L)と同じ値を示した。その X 方向の強度は、1460MPa, 
であり、Y(L)方向と比較すると 60% 程度であった。この 60％という値は、10mm厚 W板
材の 68％の値とほぼ同じである。これらの結果は、板厚が K-dope W の破壊強度依存性が、
純 W 板材と同様の傾向にあることを示唆していると考えられる。 
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図 3-3-7 は、純鉄中間材を用いた W/ODSS 接合材の室温 4 点曲げ試験における W 結晶粒の




合強度は 112MPa であった。結晶粒配向が接合面に平行な T 方向の接合は特に低いもので
あり、純 W 棒材（T 方向）は曲げ試験前の試験片切り出し中に亀裂が生じ、破壊した。そ
の一方で、結晶粒配向が接合面に垂直な L 方向では、T 方向比べ高い値を示し、純 W棒材







開発されている TFGR (Toughened, Fine Grained, Recrystallized) W-1.1%TiC の純鉄中間
材を用いた ODSS への接合の適用は、さらなる接合強度の上昇を生むと期待できる。これ
は TFGR- W-1.1%TiC もまた等軸粒し、超微細粒構造を有し、結晶粒界を TiC にて強化し、
高靱性化を図っているためである。  
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 W の結晶粒配向は W/ODSS 拡散接合の強度に影響を及ぼすことが判明した。この結果を











優位性を示した。つまり等軸粒 W の使用とその開発は、PFM において非常に重要である
と考えられる。第 1 章で紹介した W-1.1wt%TiC もまた等軸粒であり、エスタンをはるかに
上回る機械的特性や耐照射性を兼ね備えている。本実験より、W/ODSS 拡散接合を想定し
た場合には、等軸粒 W による接合が、W/ODSS 接合の健全性を維持する上で重要であると
考えられる。 
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融点を有するために PFM として候補材に挙げられたが、その W すら溶融する状況も想定
しなくてはならなくなっている。つまり溶融部の下部に発生すると考えられる再結晶脆化
領域もまた想定しなくてはならない。 
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図 3-3-9 ダイバータ非定常時を想定した W アーマーの損傷例 
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図 3-3-10 W製造工程の違いによる熱負荷後の組織の考察 
(a)集合組織の W を用いた構造体 
(b)再結晶状態・等軸組織の高靱性化 W を用いた構造体 
 
3.3.5 まとめ 





粒の最適化を W 単体の破壊強度を測定することにより図り、結晶粒組織の異なる W 材料、
純鉄中間材を用いて、1240℃で W/ODSS を拡散接合し、接合強度に及ぼす W の結晶粒配
向性の効果を調査した。得られた主要な結果を以下に示す。 
1) 受け入れ W 板材では、板厚の減少に伴う顕著な強度の増加が観測された。これは塑性加
工度の増加が破断強度を上昇させるためと考えられる。  
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2) 拡散接合と同等環境である 1240℃、1 時間の熱処理を加えた W の強度は、W の厚さの
減少に伴い、際立って低下し、これは塑性加工率の増加が再結晶開始温度の低下を引き起
こし、脆化に寄与したためと考えられる。 
3) 10mm 厚の W に関し、XYZ 方向の強度に差が顕著にみられ、特に Z 方向では顕著に低
い強度を示した。 




5) エスタンは単体の曲げ強度では、本実験中、受け入れ材 W 内で最も低い値を示した一方
で、W/ODSS の接合に使用した結果、接合強度は 324MPa に達した。この高強度は等軸粒













の一方で、W/ODSS の接合に使用した結果、接合強度は 324MPa に達した。この高強度は
等軸粒 Wが W/ODSS の接合で発生する残留熱応力緩和に寄与したためと推測できる。 
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が生じて粒界脆化（再結晶脆化）を起こす。また、ITER ダイバータに使用される W のよ















表 4-2-1 強度試験に用いた純 W の初期形状、厚さ、直径 
 
 
 用いた市販の純 Wの形状、厚さを表 4-2-1 に示す。いずれも純 W の原料粉末をゴム製モ
ールドに充填して冷間等方加圧（CIP：Cold Isostatic Press）により成形した後、水素気流
中で加熱焼結し、さらに板材 Wは熱間圧延を、棒材 W は熱間押し出しを施し、最後に再結
晶温度以下で応力除去処理したものである。一例として、厚さ 2.0mm 板材の 1240℃焼鈍









（1100～1600°C）を想定し、8×10-4Pa の真空下、1100～1600˚C で 1 時間熱処理を施し
た。 
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図 4-2-1 光学顕微鏡観察 
(a)2mm 厚 W：受け入れ材、(b)2mm 厚 W：1240℃1 時間熱処理材 
(c)エスタン：受け入れ材、(d)エスタン： 1240℃1 時間熱処理材 
 
図 4-2-2 試験片の構造 
 (a) W 板材, (b) W 棒材 (c) 曲げ試験片(d)引張試験片 (e) W 板材における試験片切出し
(t=10mm)*矢印は圧延、押し出し方向 
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2) 強度試験 
曲げ試験は、室温において、初期歪速度 1.7～6.1×10-4/s で、7.0 または 13.2mm スパン
の 3 点曲げ試験治具を用いて行った。一方、引張試験は、室温～1300 ˚C、初期歪速度 2 x 10-4 
/s、真空度 5 x 10-5 Pa で行った。試験片加熱は、グラファイト製サセプタを用いた高周波







材として接触させた。ITER grade thickness W (12mm)と S-TAN は 200~1300℃で高温引
張試験に供した。放電ワイヤー加工により切出した後、上下面、側面を耐水研磨紙で機械
研磨した。試験治具は、室温試験で使用された。引張試験片（4.0 x 0.5 x 16.0 mm）の強度




 図 4-2-3 に、純 W 板の室温破壊強度に及ぼす供試材の板厚（薄いほど圧延率が高い）と
熱処理の効果を示す。圧延率の高い 1.5、2.0mm 厚 W では破壊強度に違いはほとんど見ら
れないが、1.5mm厚 W（Y、X）および 2.0mm 厚 W（Y）では降伏が生じた。これは、緒
言で述べた強圧延による組織制御の効果であると考えられる。一方、これらの強圧延材で
は、熱処理により破壊強度は大きく低下し、1.5mm 厚の Y 方向で 39％（1463MPa）、X 方
向で 38％（1523MPa）低下し、2.0mm 厚の Y 方向では 52％（1335MPa）、X 方向では 40％
低下（1329MPa）した。図 4-2-1 で示したように、2.0mm 厚 W では熱処理後、再結晶が生
じていたことから、これらの強度低下は再結晶脆化によるものと考えられる。 
 これに対し、10mm 厚 W の受け入れ材は、室温で塑性変形（延性）を全く示さず、破壊
強度は Y 方向で 1232MPa、X 方向で 838MPa と、2.0mm厚 Wの 44％（Y 方向）と 38％
（X 方向）にまで低下した。これは、圧延率の違いによる効果と考えられる。しかしながら、
10mm 厚 W では、いずれの方向でも熱処理により破壊強度がわずかながら上昇している。




処理後 320MPa)、12.0mm 厚 W では 267MPa (熱処理後 314MPa)であった。この Z 方向
の破壊強度の低さは、引張軸に対し垂直あるいは垂直に近い配向の結晶粒界により、粒界









図 4-2-3 純 W（厚さ 1~10mm）の受け入れ材および 1240℃熱処理材における三点曲げ試験
の応力-たわみ線図。 
 
 図 4-2-4 は 10mm 厚純 W の室温三点曲げ強度の焼鈍温度依存性を示している。各 3 方向
すべてにおいてデータのばらつきが大きいものの、平均値は 1100°C から 1300°C までは大
きな変化は見られなかった。1300°C～1600°C での範囲では、XY 方向の強度に減少がみら
れるが、X 方向は、供試材の強度よりも高いのに対し、Y 方向は供試材の強度よりも低下し
ている。これは、図 4-2-3 の結果と同様に再結晶脆化によるものと考えられる。しかし Z








図 4-2-4 純 W（厚さ 10mm）の熱処理材(1100~1600˚C, 1hr)における室温三点曲げ破壊強度 
 
 図 4-2-5 には、室温における 10mm 厚 W の圧延方向をさらに二方向に分類し、圧延方向
の曲げ強度に及ぼす影響を示した。X 方向(X-1.2)はそれぞれ 942,916MPa であり、Z 方向
(Z-1.2)はそれぞれ、219,208MPa であり、 ほとんど差は見られなかった。しかしながら、
Ｙ方向は Y-1,2 で 930MPa,609MPa と 34％程度低下した。 
 
 
図 4-2-5 純 W（厚さ 10mm）の受け入れ材における室温三点曲げ破壊強度 
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 図 4-2-6 は、製造工程の異なる純 W 棒とエスタンの受け入れ材、および 1240°C 1 時間
熱処理材の室温 3 点曲げ試験結果を示している。純 W 丸棒は、Y、T 方向で若干の強度差












図 4-2-6 W棒材、エスタンの受け入れ材および 1240℃熱処理材における三点曲げ試験の
応力-たわみ線図。 
 







る。また、ITER grade W の Y 方向と X 方向の間に降伏強度の差は見られず、等軸結晶粒
のエスタンも同様な強度を示している。これは、転位のすべり運動に対する転位等の内部





図 4-2-7 ITER grade 純Ｗと、エスタン引張試験における降伏強度（0.2%耐力）の温度依





1 時間）や炉内環境（1100～1600°C）を想定し、純 W（板材, 棒材,等軸粒 W）の室温での
曲げ強度に及ぼす結晶粒配向と熱処理温度の効果、および引張特性に及ぼす試験温度（室
温~1300°C）の効果を評価し、以下の結果を得た。 
1) 10～12mm厚 Wでは、供試材の強度は低いが、1240°C 熱処理によりわずかながら強度
が上昇した。これは圧延率が低いため圧延により蓄積された内部エネルギーが 1240°C 1 時
間で再結晶を引き起こすほどでなく、回復が生じたためと考えられる。 
2) 10mm厚 Wの破壊強度に及ぼす熱処理温度の効果は、結晶粒配向によって変化する。圧
延の効果があまり期待できない X,Z 方向では 1600℃熱処理まで強度が増加するが、圧延の
効果が表れる Y 方向では 1300°C 以上で再結晶によるとみられる強度低下がみられた。 
3) 等軸結晶粒を有するエスタンは、結晶粒配向性に影響されず、ITER grade W Z 方向よ
りも高い強度示した。 
4) ITER grade W とエスタンによる高温引張試験の結果、200°C 以上で延性が発現し、降






4.3.1 VPS 法と核融合炉における位置づけ 
第 1 章で紹介した VPS-W に関し、W と鉄鋼材料の接合・被覆部の中性子照射影響のデ
ータ数は少なく、調査研究が急がれている。そこでオークリッジ国立研究所(Oak Ridge 





を PFM として被覆することが期待されている組み合わせである。W 被覆法には様々な手
法が考案されてきたが、今最も期待されている手法が「減圧プラズマ溶射法 (VPS














高流速同位体実験炉(High Flux Isotope Reactor : HFIR)はORNL内にある炉材料に対す






















表 4-3-1 試験片組成 
 
 




る。HFIR での照射実験は 1 サイクル 22 日として、計画的に行われる。本実験では、425
サイクル目に2キャプセルを挿入し、5.5dpaのT9C1は427サイクル目に取り出し、 9.6dpa
の T9C2 は 429 サイクル目に取り出した。これら照射期間はそれぞれ、110 日、225 日であ
った。それぞれの照射期間、試料、照射温度を表 4-3-2 に示した。照射温度は 500℃、弾き
だし損傷量は、鉄換算で、5.5/9.6dpa として装填された。またこれらの W 換算弾きだし損
傷量は 1.6/2.7dpa である。試料はそれぞれ基板ごとに識別され、試験片形状は (3.7mmw x 
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を持ち(図 4-3-3-b)、試験荷重：9.8N、負荷時間：10 秒の条件で押し込まれた。 
 
 
図 4-3-3 硬さ試験方法 
(a)ORNL ホットラボ、ホットセル内の硬さ試験機 
(b) K4S1 の実施時の硬さ試験状況 
 
4.3.4 結果 
 図 4-3-4 は異なる基板（F82H、K1-ODSS、K4-ODSS ）に溶射した VPS-W の硬さに及
ぼす弾きだし損傷量(鉄換算)の関係を示している。VPS-Wを種々の基材（ODSS,F82H）に







図 4-3-4 異なる基板（F82H、K1-ODSS、 K4-ODSS ）に溶射した VPS-Wの硬さに及ぼ
す弾きだし損傷量(鉄換算)の関係 
 
 図 4-3-5 には、500℃における VPS-Wの硬さに及ぼす弾きだし損傷量（W 換算）の影響
を示した。この結果は図 4-3-4 の結果を基に、VPS-W 母材の照射量依存性を求めるため、
照射条件ごとに VPS-W/基材界面の影響を受けない 100μm より浅い領域での硬さの平均
値を用いて算出した。未照射 VPS-W の硬さは HV299 であり、この値は市販の純 Wの値、
Hv=約 500 に比べ、顕著に低い。これは溶射後の、粒子径が粗大であることや、密度が低
い（約 92%）ことによると考えられる。照射後の弾きだし量と硬さに関し、1.6dpa では
HV604、2.7dpa では HV785 に達した。照射硬化量は、飽和に達していない傾向を示して
おり、今後、硬化量の飽和値の確認が必要である。この結果において注目したいのは、照
射温度が 500℃と比較的高温であるが、VPS-W は硬化を示している点である。通常、鉄鋼
材料や V 合金や銅合金では、この照射温度においては硬化が発現しない。 
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 本章では、W の機械的特性評価を行った。W/ODSS の拡散接合において、Wの配向性が
強度に影響を与えていることが判明したため、製造方法異なる W および結晶粒配向を変え
た W の曲げ、引張特性評価を行った。加えて VPS-W に関し中性子照射後の硬さ変化を調
査した。主要な結果を以下に示す。 
1)  1.5～2.0mm 厚 W の供試材（応力除去処理材）は室温で高い曲げ強度とわずかながら
延性を示すが、いずれも 1240°C 熱処理により再結晶脆化とみられる強度低下を示した。一
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の効果があまり期待できない X,Z 方向では 1600°C 熱処理まで強度が増加するが、圧延の効
果が表れる Y 方向では 1300°C 以上で再結晶によるとみられる強度低下がみられた。 
3) 等軸結晶粒を有するエスタンの強度は、結晶粒配向性に影響されず、ITER grade W の
Z 方向よりも高い強度示した。これは配向性を持たない W の開発・使用が非常に有益であ
ることを示唆している。 
4) ITER grade W とエスタンによる高温引張試験の結果、200°C 以上で延性が発現し、降
伏強度は同様の温度依存性を示した。 
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 図 5-1-1[1]には代表的な Ti-6Al-4V 合金の微細粒超塑性変形を示した。このように、超塑
性とは、金属およびセラミックスにおいて、一定歪速度下での非常に巨大な変形現象であ
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粒超塑性流動と比較し、歪速度感受性指数 m 値は 1 に近くになることが多い。変態超塑性
の発現因子は、「相変態の発生・進行」であり、その発現には変態点を上下するような熱サ
イクルを与える必要がある。その歴史は、1920 年代までさかのぼる。発見のきっかけは、














性の研究を行った。表 5-1-4 は、その時用いられた材料である。A3 点は、それぞれの炭素
濃度により変化するが、実験結果より、どの炭素鋼でも発現がみられた（図 5-1-5）。 
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図 5-1-3 Fe-C 系状態図 
 
 
図 5-1-4 Fe-C 系状態図と変態超塑性を示した炭素鋼 
 
 
図 5-1-5 温度サイクル（538/815℃）の伸びとサイクル数 














図 5-1-6 Ti-6Al-4V の微細粒超塑性と固相拡散接合の組み合わせた応用例 
 














図 5-1-7 相変態誘起高温クリープ変形を応用した応力緩和法の概略 
 





















した模式図である。拡散接合した W/ODSS を室温へ冷却する過程において、W と ODSS
の大きな熱膨張係数差により冷却の進行とともに増大する熱応力が接合体に発生する。こ











を有する W/ODSS 接合を可能とする革新的接合技術を示す。 
 
  第五章 
94 
 




拡散接合には、母材として ODSS と W を用い、中間材として炭素鋼 S50C を使用した。




示したほぼ等軸結晶粒の S-TAN（HIP (熱間等方加圧)処理）を用い、ODSS には出発原料
粉末の MA（機械的合金化法）処理後、熱間押し出しにより製造されたものを使用した。ま
た、中間材の S50C 鋼は、溶製後に熱間押し出しされたものである。 
これらの接合母材と中間材から拡散接合用の試験片をワイヤー放電加工法により切断し
た。試験片寸法は、ODSS と Wが 10 mm x 10 mm x 2.0mm、中間材が 10 mm x 10 mm x 













  第五章 
95 









ために、相変態の起こる 680～740℃を挟む温度領域で、図 5-2-3 に示す種々の熱処理を施
し、室温に冷却した。熱処理 HT-1 と HT-2 はいずれも 800↔600 ˚C の温度サイクルを 10
回繰り返したものであり、これらは変態超塑性の出現に必要とされる典型的な熱サイクル
処理である。但し、両者は加熱冷却速度が異なり、HT-1 は最も速い 650˚C /min で、HT-2
はその約 1/16 の 40 ˚C /min で加熱冷却を繰り返した。一方、HT-3 と HT-4 は熱サイクル
ではなく 1 度の冷却のみをそれぞれ異なる速度で行った。すなわち、HT-3 では、接合温度
から 600 ˚Cまで HT-2 と同じ 40 ˚C /min の速度で冷却し、その後 600 ˚Cに 2 時間保持し、
HT-4 では拡散接合後、800 ˚C から 600 ˚C まで非常に遅い 1.6˚C /min で徐冷した。 
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図 5-2-3 拡散接合後の温度履歴 




接合体の中央部および端部から曲げ試験片（2.4mmw x 0.5mmt x 5.0mml )を放電加工によ
り切り出し、試験片表面と側面を前節と同様に機械研磨した。接合強度の評価は、独自に
設計した上部スパン 0.8mm、下部スパン 3.0mm の超微小 4 点曲げ試験治具[6]により室温
で行った。変位速度は 1 x 10-3mm/s とした。 
次に、S50C 鋼と純鉄の中間材自身の降伏強度（0.2%耐力）に及ぼす熱処理（1240 ˚C、 1
時間熱処理：拡散接合条件）の効果を明らかにするために、それぞれの圧延材と熱処理材
の引張試験片（寸法 4 mm x 16mm x 0.5mm；平行部：1.2 mm x 0.5 mm x 5.0 mm）を作
製し、室温、1 x 10-3/s の初期歪速度で引張試験を行った。用いた試験機は島津製作所社製
の疲労試験機（サーボパルサー：容量 50kN）であるが、微小試験片のため測定荷重と測定
変位が小さいので、容量 5KN のせん断型ロードセルと容量±2.5 mm の LVDT (Linear 
Variable Differential Transformer)を使用した。 
 
5.2.3 結果・考察 





材の接合強度に対応すると考えられる。S50C 鋼の超塑性発現に必要とされている HT-1 と
HT-2 の熱サイクル熱処理を施した接合体の平均強度は、それぞれ 260MPa と 364MPa で
あり、加熱冷却速度の減少に伴い、接合強度は 40％上昇した。一方、冷却速度は HT-2 と
同じであるが、熱サイクルを与えていない HT-3 の平均接合強度は 287MPa であり、HT-2
より 21％低かった。但し、最大値は両者でほぼ等しい。ここで最も重要なことは、HT-3
と同じく 800℃から 600℃まで冷却するのみで熱サイクルを施していない HT-4 によって 4
種類の熱処理の中で最も高い強度が得られたことであり、その平均接合強度は 377MPa、
最高強度は 478MPa にも達している。HT-3 と HT-4 の間の特筆すべき違いは、HT-4 の冷




えられる。また、熱サイクルに含まれる 600 ˚C から 800 ˚C への昇温は、相変態誘起高温
クリープ変形の駆動力である（Wと ODSS の熱膨張係数の差に基づく）熱応力を逆に低下
させることから、熱応力緩和は 800 ˚C から 600 ˚C への冷却時のγ→α相変態により起こ
るものと考えられる。 
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そこで、この妥当性を調べるために S50C のγ→α相変態が起こる温度範囲を 740~680 
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図 5-2-5 接合後冷却段階における γα 相変態温度通過時間と接合強度の関係。 
 






曲げ試験により平均値で 324MPa、最大値で 384MPa の接合強度が得られた。また、S50C
鋼を中間材とし、拡散接合後の冷却時に HT-4 の履歴を与えた場合、平均値で 377MPa、最
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図 5-2-6 W/ODSS 接合における室温破壊強度に及ぼす中間材の効果  
中間材 ; (a) V 合金(b) 純鉄(c) S50C 
 





の降伏強度は、純鉄が 64MPa であり、著しく低い。それに対し、S50C はその約 6 倍の
374MPa、V 合金が約 9 倍の 650MPa[7]といずれも非常に高い降伏強度を示している。し
たがって、中間材の塑性変形により熱応力が緩和される効果は、純鉄が最も大きく、S50C
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図 5-2-7 中間材（1240℃1 時間熱処理材）の室温引張試験 
 











応力緩和機構を提案するとともに、その方法を W と ODSS の拡散接合体に適用した。得ら
れた主な結果を以下に示す。 
1. W/S50C 鋼/ODSS 拡散接合後、4 種類の熱処理を加え、接合強度を比較した。後熱処理
の温度履歴と対応させると 800℃から 600℃への冷却速度が最も遅い熱処理を施した場合
に最も高い接合強度を得た。 
2. 4 種類の熱処理に供された W/S50C 鋼/ODSS の接合強度は、相変態に晒される累積時間
に線形関係を持つことが明らかになった。 
3.W/ODSS 拡散接合の接合強度は使用する中間材に影響された。 
4.拡散接合と同じ条件の熱処理（1240℃1 時間）を受けた S50C 鋼と純鉄を比較した結果、
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 5.2 では、エスタンと ODSS の応力緩和法として、S50C 炭素鋼を中間材として、拡散接
合を行い、応力緩和を試みた。図 5-3-1 に、エスタン/S50C 鋼/ODSS 拡散接合の 4 点曲げ








 本項では、この化合相生成を W/Fe 系拡散対実験により調査することを目的とする。 
 
 
図 5-3-1 エスタン/S50C 鋼/ODSS 拡散接合後の 4 点曲げ試験後のき裂位置。 
(a)エスタン/S50C 鋼中間材接合界面 
(b)EPMA による組成解析 





表 5-3-1 拡散対実験に用いた試料における組成と初期形状 
 
 実験に用いた試料を表 5-3-1 に示す。純 W はプランゼー社製で、LHD 共同研究により核
融合科学研究所（NIFS）から支給された試料を使用した。なお純鉄は初期厚さ 10mmを機











図 5-3-2 W/Fe 拡散対実験の概要  
(a)接合前の配置(b)接合後の形状(c)接合後後熱処理のプロセス 
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5.3.3 結果[8] 
 図 5-3-3 には拡散接合後の解析結果を示した。図 5-3-3(a)より、W/Ta 界面の延長線上を
拡散初期界面とすると、W 側に、5μm 程度の拡散相が確認できた。図 5-3-3(b)は、(a)の
EPMA による組成解析である。この W と Fe のマッピングより、W と Ta の相互拡散の相
互拡散はほとんどみられず、その延長線上から W 側への化合相は W-Fe 系相互拡散相であ
ることがわかる。Fe と Ta のマッピングでは、Fe/Ta 界面では相互拡散がみられた。図
5-3-3(c)は Fe と Wの拡散距離を計算した表である。1240℃1 時間において、γ-Fe 中の W
の拡散距離は、12.2μm、W 中の Fe の拡散距離は 1.7μmであり、W 側に形成された化合




図 5-3-3 拡散接合後（図１:ｃ-①） 
(a)W/純鉄接合端部(b) 組成解析(c)W,Fe 拡散距離 
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 図 5-3-4 は、拡散接合後の内部の W/純鉄界面を示している。(b)の組成解析より、Fe 中
も W の拡散が観測でき、W から Fe 側への拡散も確認できた。 
 
 




 図 5-3-5 は、接合後さらに熱処理（1240℃2 時間：図 5-3-2:c-②）を施した接合部を示し
ている。Fe-W 化合相は 7μｍとほとんど進展は見られなかった。(c)には拡散器距離を示し
ているが、実際の相互拡散相の成長とはなっていない。 
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 図 5-3-6 は（図 5-3-2:c-③）の結果であるが、化合相の増加は見られない。これらの結果
より、W/S50C/ODSS 固相拡散接合においても、高温環境中における化合相の Wへの成長
は際立ったものではないことが予想される。 
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 W と ODSSの拡散接合では、接合後冷却段階で CTE の差により熱応力発生する。この
熱応力緩和のためには、変態超塑性金属として知られる S50Ｃ炭素鋼を中間材として使用し、
応力緩和を試みた。4 点曲げ試験によるこの強度評価後に破断面を観察した結果、き裂発
生・進展は W と S50C 炭素鋼の化合相であることが認められた。このような異材間での化
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合相は炉内運転中に健全性を欠く可能性がある。そこで、2mm 厚 W と純鉄の拡散対実験
により、この化合相の生成過程を調査した。得られた主要データを以下に示す: 
1) EPMA 組成解析の結果、化合相は Fe-W の化合相であり、Fe から W への拡散により生
成したことが明らかになった。 




 本接合は、W/S50C 炭素鋼/ODSS の形状で拡散接合を試みた。この拡散接合における、
熱伝導を考慮した冷却設計を考察した。図 5-4-1 は、PFM-W/ODSS の冷却構造を考察した
概形であり、W/S50C 炭素鋼/ODSS 拡散接合を利用し、W量を減少させた平板型、モノブ
ロック型を想定し比較した。平板型とした場合、Wの厚さを 2mm、中間材の厚さを 1mm、




の時、Wの厚さを 2mm、中間材の厚さを 1mm、ODSSの厚さを 1mmとした。W-1.1wtTiC、
S50C 鋼、ODSS それぞれの熱伝導(W/m/K)は、110,26.5,25(1000℃)である。冷却媒体は







式に用いられている代数に関し、q は単位面積当たりの熱流束、k は熱伝導率、t は温度、x
は材料の厚さである。なお計算は一次元定常熱伝導をフリーエの法則を用い、発熱（W の
核熱など）の無い物体を通過する熱流束に関し、線形的な熱伝導として仮定した。 
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0.72％である。しかし ODSS の弾性歪は 0.33％であり、ODSS の弾性域内では緩和しきれ
ず、W/ODSS 接合体の健全性に影響を及ぼす可能性がある。 
図 5-4-3 は、S50C 鋼の 0.2％耐力に及ぼす引張温度依存性を示している。図よりは、引
張温度の上昇に伴い、顕著な耐力の低下が確認された。700℃における ODSS の降伏強度と
比較しても、S50C は高温下での耐力は極端に低い。これは分散強化されている ODSS の
方が高温特性に優れているためと考えられる。高温環境下で熱勾配をもつ W/ODSS の熱応
力について考察すると、S50C 鋼の高温強度の低さにより ODSS の弾性歪では緩和しきれ
ない熱応力に対し、変形能をもつことができると期待できる。 
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図 5-4-2 冷却構造の違いが構造材料の熱勾配に与える影響 
(a)平板構造の熱勾配想定 
(b)小型モノブロック構造の熱勾配想定 
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3)  S-TAN/S50C/15Cr-ODSS の接合強度は、接合後必然的に通過するγ/α変態の温度の冷
却過程に依存する。この際、徐冷は 480MPa の接合強度をもたらすことがわかった。 
4) EPMA 組成解析の結果、化合相は Fe-W の化合相であり、Fe から W への拡散により生
成したことが明らかになった。 
5) 1240℃1 時間の拡散接合後、同じ温度 2 時間の焼鈍および 1400℃2 時間の焼鈍を加えた
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でないことが明らかになった。この理由として、弾性変形量は Wと ODSS の熱膨張差によ
る歪量より少なく、さらにバナジウム合金は降伏点が高いためと考えられる。 
 第 3 章では、W/ODSS 拡散接合の中間材として降伏点の低い純鉄を用いて、塑性的熱応
力緩和を試みた。純鉄の降伏点は、広範囲温度域で低く、延性や熱伝導性にも優れており、
W と ODSS の中間材としては適していると考えた。純鉄の中間材として適用性を検討し、
以下の結果を得た。 
①純鉄/アモルファス中間材二層中間材：従来、アモルファス中間材のみを使用したろう付






















呼ばれる HIP 加工により製造された等軸結晶粒を有する W であった。この結果から等軸粒
W は拡散接合の残留熱応力場に適していると考えられる。 
 第 4 章では、焼結後の塑性加工率と製造工程の異なる純 Wに関し、その機械的性質に及
ぼす結晶粒の配向、熱処理温度および試験温度の効果を調査した。加えて、近年、ブラン
ケット PFM 材料として注目されている。真空プラズマ溶射(VPS)法による W の機械的特性
評価を行い、以下の結果を得た。 
①W における配向性と曲げ強度比較：圧延率の高い W（1.5～2.0mm 厚）では、接合温度
1240℃において、再結晶脆化によるとみられる破壊強度の低下が認められた。一方、圧延
率の低い W (10~12mm 厚)は、1300°C 付近まで強度低下を示さず、1300°C より低い熱処
理温度では、受け入れ材と比較し、むしろ破壊強度の上昇が認められた。これは塑性加工
により導入された転位の回復の効果であると考えられる。また、結晶粒配向性をもつ ITER 
grade W および等軸結晶粒のエスタンについての高温引張試験の結果、いずれも 200°C 以
上で延性を示し、200~1300°C における降伏強度は結晶粒配向に依存せず、同様な試験温度
依存性を示すことが分かった。 
 第 5 章では、変態超塑性で知られている相変態誘起塑性変形を示す S50C 炭素鋼を中間
材として用いて拡散接合を行った。その結果、純鉄を中間材として用いた場合を超える破
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